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⽇本⾃動⾞⼯業会における、
超⼩型モビリティの今後の展望と取組み

2016年3⽉22⽇
⼀般社団法⼈ ⽇本⾃動⾞⼯業会

技術管理委員会
超⼩型モビリティWG
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1.社会導⼊の背景（参加企業の狙い）

4

社会導⼊の背景（トヨタ）
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・欧州などで都⼼部乗り⼊れ規制
の動き
→ CO2や渋滞を減らしつつ、

快適な⼈流・物流を実現させる
モビリティの必要性⼤

・新興国を中⼼とした都市⼈⼝の増加
→ これまでの⾞社会のあり⽅の⾒直し
→ 公共交通での移動を主軸とした都市づくりの動き

（→ラストワンマイルモビリティの可能性）

ユ
ー
ザ ・グローバルに⾼齢化が進展

→ ⽇常の近距離利⽤に適した
モビリティの必要性が増加

近距離移動

⼩型で⼿軽

EV
（低CO2）

ラスト
ワンマイル
モビリティ

軽未満
（1,2⼈乗り）
の⼩型EV
ニーズが増⼤

・環境意識の⾼まり
→ ⾃転⾞や、より⼩型な乗物の

需要が増加
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社会導⼊の背景（トヨタ）
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バイク

⾃転⾞

想定ユーザ 既存の乗り物使⽤シーンイメージ

⼦育てママ・パパ

ユース

ミドルシニア

近距離通勤会社員

ニーズに最適なモビリティ不在

⾬・⾵対応

２⼈乗り

安全・安⼼

便利・快適
♪♪

スクータ

6

社会導⼊の背景（トヨタ）
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 狙い『バイク並みの使い勝⼿』 と 『クルマに近い快適性・安全性』
を両⽴する新モビリティ（ＥＶ）

i-ROAD

２輪

気軽に駐⾞できる
取り回しが良い

バイク並みの使い勝⼿

⼩型４輪

クルマに近い快適性・安全性
⾬に濡れず快適

安定している
（誰でも楽に乗れる)
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社会導⼊の背景（⽇産）

Vehicle to Home

ゼロエミッション⾞の
開発と販売

バッテリの
開発と⽣産

バッテリの⼆次利⽤ 急速充電器の
開発と設置

ゼロエミッション
社会実現のための

政府との連携

スマートグリッド研究、
インフラ整備

ニューモビリティ
の提案
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 ゼロエミッション社会に向けた包括的な取り組み
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社会導⼊の背景（⽇産）
 ⾼齢者や単⾝世帯の増加、近距離移動・少⼈数乗⾞の

使⽤実態に着⽬し、超⼩型モビリティの実証を各地で実施。

⾼齢者や⼦連れの外出を⽀援 公共交通と組み合わせた利便性向上

近距離移動の個⼈⽤途に特化した
ゼロ・エミッションモビリティを提供

地域活性化の促進
市街地や観光地の回遊性を向上
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社会導⼊の背景（ホンダ）
 「⾃由な移動の喜び」と「豊かで持続可能な社会」の実現
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社会導⼊の背景（ホンダ）
 ⾃治体と連携し特⾊を⽣かした内容で

社会実験を推進 ◎都市部における価値検証
◎HEMS技術実証
◎スマートコミュニティ構想

資源エネルギー庁
「離島独立型系統新エネルギー導入実証事業」

◎メガソーラーと連携による再生
可能エネルギーによるTEMS検証

宮古島市
◎離島における価値検証

ホンダスマートホーム実証ハウス

熊本県
◎郊外・山間部・地方都市

における価値検証

グランメッセ

熊本空港

ＪＲ豊肥線
大津駅熊本城ＪＲ熊本駅

熊本県庁

済生会病院

熊本循環器科
中央病院

熊本市民病院

赤十字病院

熊本機能病院

光の森

ゆめタウン

九州自動車道

九州新幹線 Ｋｓｓ

中心市街地

都市郊外エリア

中山間地

沿岸部

熊本市

菊陽･大津

阿蘇エリア

さいたま市
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※TEMS：Town Energy Management System
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社会導⼊の背景（参考トヨタ⾞体）
 既存の原付ミニカーは道路交通法により積載量30㎏に制限
 市場要望

①増加する⼩⼝宅配需要への効率的な対応
②原付⼆種(50㏄超〜125cc)の積載量(＝60kg)以上の輸送⼒と

軽⾃動⾞よりコンパクトなサイズを備えた4輪⾞
③⾼い安定性と取り回し性を備えた⾞両による⼥性や⾼齢者の

社会進出⽀援(配送要員の確保)
 超⼩型モビリティ認定により積載量をアップし、

使い勝⼿の実証を⾏う

既存の原付ミニカー(30kg積載) 郵便配達⽤ 飲料配送⽤

超⼩型モビリティ
認定
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2.これまでの取組みと主な活⽤シーン
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「利活⽤イメージと導⼊効果」

出典：国交省作成資料 「超⼩型モビリティの導⼊促進」
（平成25年3⽉公表）

13

14

公道⾛⾏の経緯
 公道⾛⾏開始以降、モビリティを体験した延べ⼈数は 約125,000⼈

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016〜

超⼩型モビリティ認定超⼩型モビリティ認定⼤⾂認定⼤⾂認定

● 9⽉29⽇
初の⼤⾂認定

● 6⽉14⽇
全国初の⾞両認定

● 11⽉1⽇
最初のコンセプト
モデル発表

【延べ利⽤者数の推移】
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40,000

60,000
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100,000
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● ⾃⼯会傘下各社が
先導・試⾏導⼊を開始
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超⼩型モビリティ認定制度下での運⽤地域

広島県⼤崎上島町

岩⼿県平泉町

福岡県北九州市

茨城県つくば市

神奈川県横浜市

佐賀県唐津市

東京都 都⼼部

⾹川県⾼松市

⿃取県
①智頭町
②⿃取市
③⽶⼦市

⼤分県姫島村

熊本県

埼⽟県さいたま市

沖縄県宮古島市

⾹川県⼩⾖島町

⽯川県加賀市

⼤阪府⼤阪市

近距離の⽇常的な交通⼿段
観光地・商業地での回遊・周遊
⼩規模配送やポーターサービス

愛知県名古屋市
神奈川県厚⽊市

兵庫県神⼾市

神奈川県鎌倉市
⼭⼝県下関市

奈良県明⽇⾹村

⾹川県⼟庄町豊島

埼⽟県⻑瀞町

⻑崎県五島市久賀島

広島県広島市

島根県海⼠町

愛知県豊⽥市
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沖縄県中⼼部
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各社の超⼩型モビリティ
トヨタ
i‐ROAD

⽇産
New Mobility

Concept

ホンダ
MC‐β

（参考）
トヨタ⾞体
コムス

全⻑(mm) 2,345 2,340 2,495 2,495

全幅(mm) 870 1,230 1,280 1,105

全⾼(mm) 1,455 1,450 1,545 1,500

乗⾞定員
(積載量)

1名/2名 前後2名 前後2名 1名
（60㎏）

最⾼速度 60km/h 約80km/h 70km/h 60km/h

⼀充電
⾛⾏距離
（各社公表値）

50km
(30㎞/h定常)

約100km 80km以上 50km
(市街地⾛⾏)

最⼩回転半径 2.3m 3.4m 3.3m 3.2m
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近距離の⽇常的な交通⼿段
 所有を想定した⼀般ユーザへの⼀定期間（１ヶ⽉）の⾞両

貸与による試⾏導⼊
 ⽤途：都市内の買物や幼稚園の送り迎えなど、⽇常の移動
 10台（１⼈乗;６台、２⼈乗;４台）
 東京都内（2⼈乗は渋⾕区のみ）
 空きスペースへの駐⾞や充電サービスなど都市での超⼩型

モビリティを使いやすくするサービスも並⾏して実験。
 2015年７⽉〜１年間の事業で、約100⼈が利⽤予定。
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観光地・商業地での回遊・周遊
 70台規模の⾞両を導⼊したカーシェアリングの試⾏導⼊
 「低炭素交通の推進」、「都市⽣活・移動の質の向上」、

「観光の振興」を⽬的に、モビリティの有⽤性・事業化の
可能性を検証した。

 横浜市内55か所にステーションを設置。
 分単位の料⾦で、ワンウェイの利⽤を可能とした。
 2013年10⽉〜2年間の事業で、約57,000⼈が利⽤。

累積利⽤距離は、22.5万km（≒地球5.5周）
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観光地・商業地での回遊・周遊
 熊本を代表する観光地でレンタカーとして試⾏導⼊
 熊本市内では、訪問介護/医療事業者による利活⽤

・訪問先で駐⾞し易い。
・通⾏の邪魔にならず、
精神的に安⼼できた。
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⼩規模配送やポーターサービス（参考トヨタ⾞体）
 郵便集配作業の専⽤⾞両として試⾏導⼊(2015年6⽉〜)

① 顧客要望に基づき最⼤積載量60kg化(専⽤BOX設定)
② 名古屋市内の4郵便局(名古屋中、名古屋⻄、名古屋北、昭和)に1台づつ配備
③ 各郵便局の特徴(オフィス街、団地、住宅街)に応じた使い勝⼿の確認

路肩に停⾞しても交通の障害
にならないコンパクトサイズ

⼥性ドライバーによる配達

20
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3. 導⼊促進事業を通じて得られた成果
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狙ったベネフィットと結果
 近距離の⽇常的な交通⼿段

狙い 結果

⼿軽さ

都市部・郊外部問わず、１〜2⼈乗りのコンパクトモビリティの有⽤性は
認められた。

• ⼤都市中⼼部
-⼆輪⾞と同程度の⼤きさなので、⾃宅のちょっとしたスペースや

出先の狭い空きスペースに駐⾞可能。（全幅<90㎝）
-これでもまだ⼤きいと⾔う意⾒がある。（全幅<1.3m）

• 郊外
-軽との住み分けが難しい。

省エネ
都市部の近距離移動⽤途として航続距離の不満は無く、省エネへの貢献は
⼤きい。
（郊外のユーザからは、もう少し航続距離が欲しいとの声がある。）

※QOLの
充実

• QOLの充実をもたらす新たなモビリティとして、市販化の要望が多い。
• ペーパードライバで、これなら運転出来ると⾔う声がある。
• 都市部でクルマの所有をあきらめた層にも、これなら所有・共有したい

との要望あり。
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※QOL(Quality of Life：⽣活の質)
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狙ったベネフィットと結果
 観光地・商業地での回遊・周遊

 ⼩⼝配送・ポーターサービス

狙い 結果

⼿軽さ
• ⽇頃運転していない⼈にも乗りやすく、利便性が⾼いと思った。
• 駐⾞場にわざわざ⼊れるのでなく横にちょっと停めておける。

気軽に⽴ち寄ることができた。
QOLの
充実

• 更なる⾮⽇常性の提供。
• EV前提での環境への貢献。

狙い 結果

⼿軽さ
• ⼩⼝配送として、コンパクトモビリティの有⽤性は認められた。
• 積載量を60kgとして実験したが100kg程度欲しいと⾔う要望があった。
• 配送時の停⾞に邪魔にならないサイズ。
• ⼥性や⾼齢者でも運転のしやすい安定感、安⼼感。

省エネ 電気代のみで利⽤可能な点が魅⼒的。
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成果まとめ
1. 超⼩型モビリティ導⼊が有効なユーザ・使⽤⽤途

先導・試⾏導⼊を通じて、必要とされるユーザ像・活⽤シーン
によって⾞両が幾つかに分類出来そうである事。
及びそれぞれの⾞両要件。

2. 超⼩型モビリティ導⼊による社会的メリット
• 省エネ・CO2排出量削減効果
• QOLへの貢献
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試⾏導⼊から得られた超⼩型モビリティの分類
⾞両 TYPE-A TYPE-B TYPE-C
主な活⽤シーン •都市部、郊外部問わず、

近距離の⽇常的な交通
⼿段

•観光地・商業地での
回遊・周遊

•訪問介護
•防犯パトロール

•⼩規模配送や
ポーターサービス

ユーザ像 •通勤・通学
•⼦育てママ・パパ

•観光客
•巡回事業

•宅配など法⼈

既存の移動⼿段 •⾃転⾞
•スクータ
•徒歩

•乗⽤⾞/レンタカー
•バス
•タクシー

•商⽤バン・トラック
•2輪/3輪

キーベネフィット •2輪並みの駐⾞スペース
• 転倒しない
• ⾵⾬がしのげる
• ヘルメット不要

•⾵⾬がしのげる
• 乗降性
• コンパクト
• 転倒しない

•⼩回り
• コンパクト
• 乗降性
• 転倒しない
• ⾵⾬がしのげる

⾞両イメージ •全幅<90㎝程度
•２⼈乗
•ドア要

•全幅<130㎝程度
•2〜3⼈乗

•全幅<130㎝程度
•１⼈乗
•積載量
100kg程度
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超⼩型モビリティの環境性能
【電費】

軽・普通⾞EVとの⽐較

注）⽇本の発電のCO2排出量497g-CO2/kWhとして計算。
4輪⾞はJC08、バイクはWMTCクラス１モードカタログ値

【CO2排出量（⽇本）】
⾃動⾞、バイクとの⽐較

（イメージ例）

超⼩型
モビリティ

バイク
125cc

コンパクトカー
1300cc

g-CO2/km

⾞両重量(kg)
1000 2000

50

100

軽・普通⾞EV

超⼩型ﾓﾋﾞﾘﾃｨ50

100

1,000 2,000
⾞両重量(kg)

電費
(Wh/km)

軽・普通⾞EV

超⼩型
モビリティ

約1/3

注）JC08モード相当の電費

⾞両が軽いためエネルギ消費が少ない CO2排出が少ない
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4. 普及に向けた取組みの⽅向性
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成果まとめ⇒課題の対応
1. 超⼩型モビリティ導⼊が有効なユーザ・使⽤⽤途

先導・試⾏導⼊を通じて、必要とされるユーザ像・活⽤シーン
によって⾞両が幾つかに分類できそうなこと。
及びそれぞれの⾞両要件。

2. 超⼩型モビリティ導⼊による社会的メリット
• 省エネ・CO2排出量削減効果
• QOLへの貢献

【実⽤化に向けた課題】
• 超⼩型モビリティに相応しい安全対策の検討
• ３つの分類に対する関連法規制の整備
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安全対策について
 クルマ

混合交通下での使⽤を踏まえた⾞両側の対応
【例 -事故実態（⽇本の原付ミニカー・欧州のLカテゴリ）から⾒た安全性能】

• 座席ベルトの装備
• 前⾯衝突対応 など

損傷程度別の事故件数におけるシートベルト装着状況別の割合
(⾞両相互) (⾞両単独)

損傷程度別の事故件数における
衝突部位別の割合

「超⼩型モビリティの安全基準検討に資する事故分析」事故調査・分析検討会資料より引⽤
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安全対策について
 ⼈

【例】
• ベルト装着の義務付け
• 運転免許更新時講習等での超⼩型モビリティ啓発活動

（新たなモビリティに対する理解向上活動）

 交通環境
【例】

• ⾼速道路等の⾛⾏制限

30

実⽤化に向けた安全対策（クルマ・⼈・交通環境）
の折り込みを官⺠協⼒の元で推進する必要がある。
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今後のロードマップイメージ
 先導・試⾏導⼊で得られた結果（ターゲットユーザの分析

・社会受容性の確認等）を踏まえ、普及に向けた課題解決
のフェーズに移⾏する。
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2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
〜

超⼩型モビリティ認定超⼩型モビリティ認定⼤⾂認定⼤⾂認定 ●
TOKYO

Olympics
Paralympics

• 事故実態を元にした、
安全対策の折込み

• 関連法規制の整備

試⾏導⼊の
可能性検討

商品化に向けた
各社個別の検討

普及に
向けた検討
普及に

向けた検討
• ターゲットユーザ
• 使⽤⽤途の分析
• 社会受容性の確認
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海外の状況

32



33

超⼩型モビリティと社会の共存を⽬指して

⻘⾊防犯パトロールカー
（2012 年7 ⽉31 ⽇〜 2013 年3 ⽉末）

ご清聴ありがとうございました。
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